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ここでは,占領下沖縄の社会を検討する上で不可欠の経済的土台に関す
る考察を行う｡戦後の沖縄が置かれた特異な政治環境は沖縄の経済構造に
大きな影響を与えた｡戟前の沖縄経済は農業が中心であり,人口と食糧ま
たは所得との不均衡に常に悩まされた｡そのため増加する人口を移民や移
住で調整する一種の人口政策がとられてきた｡戦後は第3次産業による逆
転現象が生じた｡戦後の沖縄経済は絶えず成長してきた｡沖縄戦において
20万人近い人口を失うが,戦後は米軍基地周辺に新しい街ができ人が集ま
り,経済活動が始まり,また海外からの引揚者もあり, 1950年には70万人
の人口に達した｡ 1955年には80万人となりその10年後の1965年には93万人
を記録した｡ (真栄城16頁)
戦後10年の沖縄は,アメリカが巨費を投じて復興を図り,道路,港湾を
整備し,住民生活の向上を促し,戦前,日本ができなかった繁栄を実現し
た｡那覇市にはビルが立ち並び,レストラン,劇場,商社などが軒を連ね,
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その繁栄ぶりから国際通りは奇跡の1マイルと呼ばれた｡戦前とは反対に
日本からの転籍希望者が多いのも経済事情のよさによるものであった｡
(松川116頁) 1953年10月から実施された労働3法の立法は勤労層に大き
な恩恵を与え,また沖縄経済の質的発展に重要な役割をはたすこととなっ
た｡
米軍の基地需要に支えられて沖縄経済は大きく成長した｡ 1960年代の沖
縄は実質経済成長率が10-15%という驚異的な経済成長を経験した｡戦後
の沖縄経済は,景気後退期に入るとそれを持ち上げる要素が出現した｡
1958年頃の実質成長率の鈍化に際しては,ドル切り替えや軍用地借地料10
年一括前払い,製糖やパイナップル産業の勃興などが継起し,景気の落ち
込みを下支えした｡同じように1963年から64年にかけての景気後退では,
トンキン湾事件の勃発にともなうベトナムブームが景気を反転させ高度成
長-と結びついた｡ 1969年の建設不況と本土復帰不安により投資や雇用が
抑制され, 1972年の復帰に向かって経済成長が鈍って行くが,巨大な公共
投資が沖縄経済を浮揚させた｡
Ⅰ　焦土からの経済復興
1.占領直後の経済生活
日米両軍の激闘が繰り返された沖縄本島では,手持ちのわずかの旧日本
円のほかは無通貨状態となり,物々交換の経済が1946年4月の通貨経済の
再開まで約1年の間続いた｡米軍は国際占領法規に従って住民に配給を
行った｡希望者には労役を与え,一定以上の労役に従事した者には特別配
給も行われた｡軍政府の配給量の基準は一人当たり1400カロリーで,後に
1800カロリーに引き上げられたが,必要熱量に及ばなかった｡衣類は米軍
の余剰物資の配給によってまかなわれた｡ (稲泉17頁)その後,占領政策
遂行の上で必要な軍作業という労働の提供を住民に求め,その報酬として
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物品の配給を行うという形に変わって行った｡
1945年8月米海軍軍政府によって設立された沖縄諮絢会には専門部局の
一つとして財政部が設けられ,翌46年3月の軍政府指令により機構が体系
化され軍政府経済部の直接の監督のもとに運営がなされることになった｡
財政部の下には理財局,主税局,企画局がおかれた｡しかし実際の運営は
ほとんどなされなかった｡その後1946年4月の沖縄民政府の設立により沖
純諮誼会は解散となり,各部局は民政府に継承された｡ (久場65頁)
1946年4月の軍特別布告7号による旧日本円のB円への交換,泡盛の酒
造開始,同年6月の米軍立替金を資本金とした沖縄中央銀行の発足などが
あり,ようやく沖縄民政府の財政事務が活発化してきた｡ (久場66頁)沖
縄民政府が相当数の官吏をかかえるようになったころから,米軍政府は軍
票を発行し,これに貨幣的機能を果たさせ,また本土からの帰還者が所持
する新日本円も交換手段として認め流通させ,貨幣経済の体制が復活し,
住民の経済活動も活発化してきた｡
1946年3月,海軍軍政府は特別布告を発し, B円軍票,新日本円,認証
を受けた旧日本円を法定通貨とした｡ 4月から住民の所持していた旧日本
円は法定通貨との交換が行われた｡通貨経済の再開にともない, 5月に賃
金制度が布かれ,無償配給は有償制に改められた｡また沖縄中央銀行が設
立され公金の取扱と各種の金融サービスを開始した｡奄美,宮古,八重山
の各群島でも戦前の金融機関の機構や人員を主体として金融業務の取扱が
始まった｡ (久場17頁)
沖縄民政府は財政支出を賄う財源として,住民に対する売上税法･所得
税法の立案を軍政府から命ぜられ,この案が1947年3月指令7号｢沖縄群
島における課税手続の設定,及び実施の件｣の基礎となった｡同年4月,
軍布令により税制が施行された｡戦災による疲弊がまだ癒されていない中
で軍政府が租税制度を実施したのは,民政府と住民の多くを徴税関係で結
びつけておくことによって,住民に民政府に対する親近感を抱かせる意図
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があったものと思われる｡ (久場28頁)
まだ自由な経済活動が認められず,各群島問の交易も許されていなかっ
た経済統制の下で,生活必需物資とくに食糧は不足がちであった｡当時の
賃金水準は低く, 1カ月分の給料で物資を購入しても煙草1カートン程度
にしか相当しなかった｡そこで食糧自給のため耕作に従事する人びとが多
かった｡この自給的な農業の復活とともに,食器,日用品,農機具の不足
を補うため,兵器の残がい部品等を利用した手工業が勃興した｡
軍政府の統治経験がすすむにつれ行政組織も次第に整備され,混乱して
いた民心も安定しはじめた｡知念村におかれていた沖縄民政府は1949年那
覇市に移転し,中国大陸の情勢の変化とともに沖縄統治に対する積極策が
見えはじめた｡那覇市の計画的復興,那覇港の拡充,泊港の渡藻が発表さ
れ,久茂地川以東の土地開放が示唆された｡ 1950年2月には,軍施設1マ
イル以内での集落形成,家屋新築等の建築制限が横和され,住民の旧村落
への復帰と住宅の復興の意欲が高まった｡
2.インフレの抑止と通貨統一
戦時中,内地に疎開した者,台湾,フィリピン,南洋群島などに移住し
ていた人びとの帰還が1946年から始まった｡終戦当時約33万人と見られて
いた人口は1948年には56万人に激増した｡日本からの帰還者の所持金は大
蔵省告示により一人1000円以内と定められていたが,これが全体として沖
縄の通貨量を膨張させることになった｡ 1946年6月,軍の立替出資100万
B円により沖縄中央銀行が発足した｡また新日本円が本土から帰還者や密
航者によって大量に持ち込まれ,軍円予算の支払い超過などもあり通貨が
急速に膨張した｡ (久場27頁)物資の供給が低位にとどまっているところ
での人口増と通貨量の増大は通貨価値の下落を招き,沖縄でも戦後インフ
レが激化するようになった｡
1947年の始め頃から,全琉球の金融機関を一元化してインフレを抑止
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し,沖縄経済の正常な発展をはかることを目的として,琉球銀行の創立が
準備され,翌48年5月軍政府布令第1号により全琉球を統轄する中枢金融
機関が誕生した｡その運営にあたっては,公平な住民参加を目的として株
式を各群島の人口比に応じて割り振り,地域代表が経営に参画することに
なった｡これに伴って八重山,宮古,奄美の各群島の各銀行は接収され,
沖縄銀行も吸収合併された｡
琉球銀行の順調な発足をみて軍政府は通貨の一元化にふみきった｡ B円
と日本円の二種類の法定通貨が流通している制度の下ではインフレの抑圧
や通貨コントロールが大変に難しかった｡ 1948年7月布告29号｢通貨交換
と新通貨発行｣により一斉に通貨交換を行い,軍政府布令30号により, B
円軍票が琉球における唯一の法定通貨とされ,軍政府は琉球銀行を通じて
通貨管理をおこなうことになり,新日本円の流入による通貨膨張を防ぎ,
インフレの進行を抑止した｡
B円による通貨統一によって,従来からの日本円の流入は止まり,旺盛
なインフレも終息-向かった｡ 1948年11月の軍政府布告33号により自由企
業制度が復活し,特定物資を除いて個人の自由企業免許制度にもとづく経
済活動が進展することになった｡自由な企業活動によって必需物資の流通
が促進され物価は次第に低下しはじめた｡また世界的な食糧の増産の影響
があって配給の事情もかなり緩和された｡このため自給的な農業生産は減
少し,離農が進み商企業に多くの労働力が流入した｡ (稲泉23頁)
占領下の軍政府の通貨政策は複雑多岐であった｡それは通貨政策の基本
が経済政策というよりも,占領政策の効率化に重点がおかれていたためで
あった｡ 1946年3月から1948年6月までの間に4次にわたる法定通貨の告
示変更が繰り返され,最終的に法定通貨をB円軍票に統一し,日銀券を排
除した｡ (久場201頁)
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3.ガリオア援助と金融財政
1947年から実施されたアメリカの沖縄に対するガリオア援助(Govern-
ment Appropriation f♭r Relief in Occupied Area Fund)は,住民の生活
必需品をはじめとする多くの財貨を調達し,その売上代金は見返円資金勘
定として財政復興計画にあてられた｡ (久場17頁)
自由企業制度の確立とともに, 1949年末に民政府陸運課から沖縄運輸会
社が分離し,さらに合同トラック会社が設立され,ガリオア援助による日
本から輸入したトラックによって民間貨物輸送がはじまった｡復興の進展
とともに住民の移動がますます活発になり, 1950年にはバス会社3社が相
次いで設立された｡また三輪車によるタクシー事業も勃興し,輸送事業は
著しく進展した｡民政府海運課から琉球海運が分離し,ガリオア資金によ
り鉄鋼船が導入された｡また水産業でもガリオア資金による漁船の大量購
入がおこなわれた｡ガリオア援助の恩恵は,社会的インフラの整備だけで
なく肥料,医薬品にも及んだ｡米軍の放出物資と1億8千万ドルに及ぶガ
リオア援助が戦後の住民経済の復興の契機となった｡
ガリオア援助とエロア援助(Economic Rehabilitation in Occupied
AreaFund)により,生活必需品が援助物資として供給され,この物資の
販売代金として住民から回収されたB円は,見返り資金として軍政府の円
予算に組み入れられ,沖縄の社会資本投資の一部として支出され,また軍
労務者の貸金,政府の人件費にも使用された｡ (久場27頁)米国民政府は
アメリカからの援助資金の効率的な活用と会計の明確化によって沖縄経済
の発展を促進するために｢見返り資金制度｣を1951年4月に設立した｡
戦災で甚大な被害を受けた沖縄経済の復興は民間資金だけでは困難であ
り,軍政府の長期資金援助が渇望された｡軍政府は1950年4月の布令4号
により｢琉球復興金融基金｣を1億円の基金で発足させることになり,疏
球銀行の短期資金の供給とともに,長期資金を供給する系統金融機関が設
立された｡琉球銀行は基金の受託者として貸付事務を担当した｡ (杉野他
占領下沖縄の社会と経済　179
26頁)
1950年9月,沖縄民政府が解消され,沖縄群島政府が発足した｡公選知
事による自治政府の発足である｡新政府は自治財政の樹立を主たる財政政
策として推進した｡それは沖縄の復興及び行政資金の大半を占めていた見
返り円資金の源泉であるガリオア援助･エロア援助が1952年度を最後に打
ち切られることになっていたからである｡財政総需要を賄うに足る自主財
源の確保は困難をきわめた｡住民の担税力に応じた税制の確立と公共事業
による税外収入の確保を目指した｡各種税法は群島議会における民立法に
切り替えられ,租税徴収法等も制定された｡ (久場73頁)
地方財政は,軍指令により当初は米国からの援助物資を市町村単位の売
店を通じて住民に販売し,その売上を各市町村財政の財源に充当して,市
町村の行政事務を運用していた｡しかし,これではその時々の援助物資の
量によって財政規模が変動することになり好ましくないため,1947年の軍
政本部指令7号により売店での売上で財政を賄えない市町村に対しては税
の附加税の徴収が認められた｡また,住民負担金による財政資金の調達も
行われたが,法的根拠を欠いていたため不都合や支障を生じたこともあっ
た｡ (久場72頁)
群島議会は日本の地方税法を参考にして1951年3月, 17の税種目からな
る市町村税条例案を可決し,翌4月から群島条例1号として実施され,地
方財政もようやく軌道に乗りだした｡また同年7月には市町村財政調整交
付金条例案が可決され,群島政府から地方自治体への資金配分が行われ,
市町村相互間の格差の是正が図られた｡ (久場79頁)
1951年4月に発足した臨時中央政府は,各群島政府機関をその傘下にお
いた｡この臨時中央政府の発足により,米軍の援助方式にも大幅な変更が
且られ,各群島別に支出されていた復興資金援助は中央政府にまとめて下
付されることになった｡また税制を確立し政府経常費を自己財源によって
賄わせる方針がたてられた｡見返り資金制度の整備と相まって,補助金も
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財政資金援助と復興設備投資援助に大別され,とくに後者は復興資金とし
てコマーシャルベースで貸付と回収を繰り返す資金回転のコントロールを
通じて効率的な復興資金供給を行った｡
基地建設工事と軍の駐留に伴うドル収入の増加につれて,米国政府から
のガリオア援助金は次第に減額され, 1950財政年度に約5000万ドルに達し
た援助額は1954年度には約300万ドルに急減した｡ 1955年にはガリオア援
助物資売上代金による援助制度が改められ,直接,現金による政府援助が
実施されるようになった｡米国の援助に多くを頼ってきた沖縄経済は次第
に自立経済-の移行を求められるようになってきた｡ (稲泉28頁)
Ⅱ　基地経済の形成と展開
1.経済の基地依存とB円体制
極東における国際情勢の急変は,アメリカに軍事上の必要から沖縄の継
続的な統治を決意させ,積極的な統治政策が打ち出された｡ 1950年3月に
B円の対ドル単一公定レートが設定された｡朝鮮戦争の勃発を契機として
基地建設のための莫大な予算が割り当てられ,一方で沖縄住民の経済及び
福祉面に対しても本格的な配慮が払われるようになった｡巨大な軍事基地
建設とこれにともなう収入,数万のアメリカ兵の駐屯は,沖縄経済の様相
を一変させた｡戦前の零細な農家経営を中心とした農業経済はアメリカ軍
の基地に依存する基地経済に変容した｡沖縄本島の耕地の約5分の1は軍
用地として接収され,基地周辺の農民の大部分は軍労務に従事する賃金労
働者に転化した｡戦前には見られなかった産業も勃興し,土木建設,サー
ビスなどの業種が急速な発展をとげた｡ (稲泉16頁)
1950年6月の朝鮮動乱を契機として,沖縄の基地収入が急速に増加し,
沖縄の基地依存体質が一層鮮明になった｡沖縄は恒久的な軍事基地に生ま
れ変わり,大規模な基地建設工事,駐留する数万の米軍へのサービスの供
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袷,軍人軍属の民間市場での直接消費など,相当多量の資金の流人があ
り,基地経済の体制はますます固まっていった｡ 1953年の基地収入は対外
受取の83%を占め,その規模も急速に拡大した｡民間貿易がすでに再開さ
れていたため,基地収入の増加が輸入を刺激し, 1953年の輸入額は基地収
入を上回るほどになっていた｡しかし,生産や復興のための資材輸入はわ
ずかにとどまり,生活必需物資等の消費財が大部分を占めていた｡ (久場
29頁)
アメリカ海兵隊の大部隊の沖縄移駐が1955年に開始され,再び軍関係工
事の発注が活発化し,基地建設ブームが再現した｡日本の神武景気により
対日輸出も大幅な伸びがみられた｡ 1956年7月のスエズ動乱にともなう
鉄･非鉄金属スクラップの輸出は全体の60%を占めスクラップブームと
なった｡ 1955年前半の砂糖価格の値上がりによる砂糖の増産で輸出は好調
に推移した｡日本政府の恩給年金事務の進捗により,沖縄での支払いも大
幅に増加した｡ 1956年には軍用地代の3倍値上げ,軍雇用貸金の引上げな
ども行われた｡市町村の土木建設工事,校舎建築,台風災害復旧工事等に
対するアメリカの援助金も支出され,経済に活況を与え復興を大いに促進
した｡
2.ドルの二重使用と基地依存輸入経済
1ドル120B円体制の下での基地依存型輸入経済の形成は,基地建設の
もたらす経済的波及効果を最大限に活用することによって沖縄経済の復興
を図ろうとするものであり,基地建設に必要とされる大量の物資を安価に
調達する必要から,この1ドル120B円という極端なB円高の為替レート
が設定され,輸入促進政策がすすめられた｡基地建設の波及効果によって
沖縄の経済資源は基地の建設と運営に動員され,本来の生産力の復興や輸
出産業の育成は考慮の外におかれた｡基地経済の下では,域内の経済力復
興よりも,ドルによって物資を輸入する方が経済合理性にかなうことにな
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り,多くの労働者,商工業者は基地需要をもとめて殺到し,一方で供給は
輸入販売業へと資本を集中することになった｡ 1950年代の沖縄経済は基地
建設,朝鮮戦争特需,スクラップ輸出,米国援助等の貨幣所得を背景に量
的に拡大し戦後復興を推進したが,それは域内に生産力をビルトインする
ことなく輸入に依存する脆弱な経済構造を形成することになった｡
このような基地依存型輸入経済の形成は,アメリカの対日占領政策と深
く関わっている｡すなわち,日本経済の外貨獲得手段ないし輸出市場とし
て,沖縄経済が利用されたということである｡基地建設で沖縄に投下され
たドルを日本からの輸入に充当するというドルの二重使用(Doubleuseof
dollar)により,日本の輸出産業の育成と外貨獲得にも貢献させる政策が
とられた｡一つのドルで基地建設と沖縄経済の復興そして日本経済の復興
を同時に達成することをねらった｡東西間の冷戦を背景として対日占領政
策の目標は,日本経済の復興を最優先することに転じたが,沖縄経済復興
に要する物資を日本から輸入させることにより,基地建設で沖縄に投下さ
れたドルは,大部分が沖縄の対日貿易赤字を介して日本の輸出産業育成と
外貨蓄積に結びつくことになった｡ (琉球銀行1285頁)
1951年から53年にかけての沖縄経済は軍工事ブームで活気づき,住民の
生活水準も大幅に改善された｡ 1954年にはこの軍工事も下火となり経済に
労りがでてきた｡しかし,日本の神武景気の影響を受けてスクラップブー
ムが全島に広がった｡輸出の6割を鉄,非鉄金属のスクラップ類が占め
た｡ 1957年に入ると,国際的な不況の波が沖縄にも押し寄せ,くず鉄の輸
出が不振となり,国際収支も赤字となり,金融面も逼迫してきた｡基地経
済を中心とした沖縄経済のあり方に対する反省と,産業構造の歪みの是正
を訴える声も起こった｡ (稲泉16頁)
3.基地経済と第3次産業の発展
米国援助資金の減額にも関わらず,沖縄の国際収支は好調を続けた｡そ
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の主因は,基地建設工事が急速に進展し活発化したことにある｡また港
湾,発電所,道路,通信施設等のインフラ関係の工事も着工され,復興金
融公庫の融資による民間住宅の建設も進んだ｡基地建設ブームを中心とし
た好況は,とくに第3次産業を刺激し,目ざましい商業,サービス業の発
展をもたらした｡軍施設の集中する沖縄本島中部は急激に都市化し,サー
ビス業は股賑をきわめることになった｡また那覇市を中心に輸入商,卸･
小売り業が急速な発展をとげ住民の生活様式も大きく変貌した｡沖縄経済
は軍基地に依存する基地経済と,旧来の小農経済とが併存する経済構造へ
と大きく転換した｡住民生活も好況に刺激されて著しく向上した｡ラジ
オ,洗濯機,冷蔵庫などの耐久消費財の輸入が促進され,次第に普及する
ようになった｡またウイスキー,ビール,煙草等の噂好品の消費も盛んに
なり消費水準は戦前をはるかに上回る上昇を示した｡ (稲泉29頁)
1956年頃になると商業部門への投資も一服し,金融横和を受けて製造業
-の投資が活発化する｡製粉,飼料,ビール,畜産加工などの企業が設立
され,分蜜糖,パイナップル,煙草などの企業の設備拡張や改良がすすめ
られた｡とくにパイナップル缶詰企業の進出は目ざましかった｡水産業に
おいても大型船による遠洋マグロ漁,沿岸捕鯨事業などが始まった｡ (稲
泉34頁)
4.貿易の再開と発展
輸出入は貿易庁の管理の下に政府ベースで行われ,輸入された一般消費
物資は入札を通じて民間業者に売り渡されていたが,民間貿易再開への準
備措置として, 1949年3月に｢商業ドル資金制度｣が創設され,住民のド
ル収入をこの勘定に蓄えることが可能になった｡ 1950年4月にはB円の対
ドルレートが120円と決定され,従来各物資ごとに複数あったレートがこ
れにより一本化された｡ 1950年10月布令26号及び指令11号が公布され,疏
球列島の貿易及び外国為替の管理に関する規則が制定され,琉球銀行が外
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国為替管理の代行機関として,貿易庁が貿易管理の代行機関としてそれぞ
れ指定された｡ 1951年1月外貨予算が公表され,民間貿易が開始された｡
(稲泉26頁)
1955年の沖縄の貿易収支は輸出1318万ドルに対して輸入が6359万ドルと
なっており,輸入額が輸出額の約4倍半に達している｡しかし基地経済と
いう沖縄の特殊事情から国際収支は727万ドルの黒字を記録している｡こ
れは主として軍労務貸金などによる円販売高が4993万ドルにのぼることに
よる｡衣料品,莱,木材,セメントなど衣食住の必需品の輸入が多いが,
その他,化粧品,石鹸,履物,麺類,煙草,缶詰,鶏卵,ビールなどの輸
入が目立つ｡輸出は砂糖,泡盛,パイナップル,屑鉄,金属屑,貝殻,港
辛,パナマ帽などの品目が見られる｡沖縄の商業貿易の形態は,自由放任
であり,小口取引がおおい｡米国統治下の沖縄では,日本との取引も信用
状による貿易代金の決裁が必要とされ,渡航も出入国許可を得て旅行小切
手の持参が必要であった｡ (松川106頁)
1957年の米国金融通貨調査団の勧告を受けて,民政府は外国為替清算勘
定を設立した｡ 120B円を1ドルとする為替レートを設定し,沖縄の外貨
収入の増減によってB円の発行量が自動的に増減する仕組みが作られた｡
(稲泉35頁)アメリカの援助によって復興を遂げてきた沖縄経済は,通貨
の米ドルへの切替えもあって1960年代にはいると,極めてはやいテンポで
その量的な成長を達成して行く｡この時期も基地収入の対外収支に占める
重要性は大きく,相対的な比重の低下傾向はあるにしても経済の動きに大
きな役割を果たしていた｡また砂糖とパイナップル缶詰の急速な輸出増加
がみられた｡これは日本政府による沖縄産糖に対する特恵措置の決定と,
パイナップル缶詰に対する関税免除等の特別措置によるものである｡沖縄
のパイナップル産業は大きな恩恵をうけて糖業とならぶ中心的輸出産業に
成長していった｡また軍用地料の長期前払いの実施は基地収入の受取総額
を拡大させ,輸入の拡大を支え経済を押し上げた｡ (久場47頁)
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5.米ドルへの通貨切替え
沖縄経済の急速な拡大にともない,租税収入も大きく増加した｡琉球政
府の自己財源は1951年度の201万ドルから1953年度には905万ドルに1957年
度には1708万ドルにと増加していった｡一方,アメリカ民政府の支出はガ
リオア援助の激減で先細りとなり, 1958年には301万ドルに減少した｡琉
球政府の財政総収入に占める自己財源の割合は1958年度には81.6%に達し
た｡ 1958年に実施されたB円から米ドル-の通貨切替は,単に通貨制度の
変更にとどまらず,その後の沖縄経済の体質を一層かつ明確に基地依存的
なものへと決定づけた｡
法貨として流通していたB円は形式的には軍票という軍の支払い証書
であるが,実質的には外国為替準備高が完全にB円の発行額と見合うよう
に管理運営されてきたので,ドルにリンクされた信用度の高い通貨となっ
ていた｡ 1952年に平和条約が発効してからは,沖縄において軍票という名
のついた通貨を使用することは,国際慣行上からも問題があるとしてアメ
リカの金融の専門家の間で論議がなされ,これを廃止すべきだとの意見も
あった｡ 1957年3月,アメリカ政府は6名の専門家からなる金融制度調査
団を沖縄に派遣し調査を実施した｡この調査団は結論として,沖縄独自の
通貨を流通させるよりも,合衆国ドルを直接流通させた方が簡単で効果的
であるとした｡通貨がドルとなってから沖縄経済は量的な拡大を遂げた
が,基地依存という不安定要素の多い体制からの脱却を一層困難にした｡
(久場43頁)
日米講和条約3条は,アメリカが琉球列島の住民に対し,統治上の一切
の権力を行使する権利を有すると定めている｡世界的に価値の高い普遍的
な流通性を有する米ドルを,直接保有することの有利さは,ドルの切替え
によってもたらされる最大のメリットであった｡一方でB円であれば域
外に流出することは余りないが,ドルならばその広範な流通性のゆえに外
部に容易に流れ去ることが懸念材料であった｡ (久場203頁)
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6.自由化体制への移行と外資導入
ドル通貨制に立脚した自由化体制を採用した目的は,経済開発手段とし
て外資導入を促進することにあり,これを保障するために貿易,為替及び
資本取引を自由化した｡しかし実際には経済開発の機動力となるような外
資は進出せずに,貿易,為替取引の自由化によって,ありとあらゆる外国
製品が自由に輸入されるようになった｡その結果,域内の生産力は抑制さ
れ,地元資本をして輸入販売を主とする第3次産業に集中させることに
なった｡
米国民政府が,沖縄統治の手段としてもっとも重視した要素は経済政策
であった｡住民の福祉や暮らしなどの経済的諸条件を改善することが,塞
地の安全をはかる上での要諦である住民の黙認を得るために決定的に重要
であると考えていた｡ 1950年代中頃,俄烈をきわめていた軍用地闘争を契
機に経済政策を見直し,沖縄の経済開発政策が打ち出された｡当時,沖縄
の資本蓄積と技術水準は低位にとどまっており,また米国も緊縮予算を実
施していたことから,軍の要求する沖縄関係予算が削減されるなど,開発
資金の確保が困難な状況にあった｡そこで外資導入に着日し,それを成功
させる条件としての開放的な外資政策をとり,投資元金及び果実の自由な
送金を保障する為替政策,自由な輸出入を可能にする貿易政策,さらに通
貨価値の安定的な通貨制度を採用することになった｡これがドル通貨制に
立脚した自由化体制への移行であった｡ (琉球銀行1285頁)
このような政策転換を背景にして,米国民政府は経済開発の指針となる
｢長期経済計画｣を1960年5月に米琉合同で策定した｡この計画では,域
内生産と輸出を拡大することによって経済･社会の高度成長を達成し,安
定的な雇用と所得の持続的な増加をもたらすことが目標とされ,幾分なり
とも沖縄経済の自立化を促し,基地経済への過度の依存を減少させること
をねらいとしていた｡
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7.基地依存の深化と経済の量的拡大
アメリカの対沖縄統治の目的は,極東戦略の礎石としての基地沖縄の確
保にあった｡この沖縄統治にとって重要なことは軍事目的の遂行であり,
民生の安定と向上はそのための手段である｡しかし,軍事優先の統治政策
はあらゆる面で沖縄経済の自律的発展を阻害し,基地経済といわれる不安
定な経済構造を体質化してきた｡ (沖縄教職員会1頁)
1963年に入って景気は一層加熟し,金融機関の資金ポジションが悪化し
たため,各金融機関は下期に金融引き締めを実施した｡沖純経済の輸入依
存度が極めて高いことからこの金融面の調整は迅速に功を奏し, 1964年の
輸入は絶対額(130万ドル)の減少となり,対外収支は大幅に改善され1370
万ドルの黒字となった｡ (久場51頁)
沖縄の砂糖生産は日本政府の保護措置,新品種の導入による単位収量の
増加,世界的な糖価の高騰などを背景として,その生産と輸出は急速に進
展し,ピーク時1965年には輸出の63%を砂糖が占めるようになっていた｡
また1965年までの5年間の年平均の増加率も31%と高率であった｡しかし
1965年を境として輸出は低迷することになる｡需給の媛和による収益の低
下と農業労働力の流出,台風や早魅などの自然条件の悪化が影響してい
る｡
これに変わって,ベトナム特需,講和前損害補償金の支払い,観光収入
の増加,日本政府の援助などの一連の受取増加要因が発生した｡とくに基
地拡張,兵器車輪等の修理,被服の調達,帰休兵によるサービス需要等の
ベトナム特需は経済成長を高め,かってない沖縄経済の量的拡大を実現し
た｡ (久場52頁)
沖縄の国民総生産は1958年からの10年間で平均13%という高い成長を遂
げてきた｡この指標は,同じ期間の軍関係の受取額の増加率とほぼ足並み
を揃えている｡軍関係収入の対GNP比率は約35%にも達し(1968年度),
その増加は高度成長を大きく支えてきた｡軍関係の収入の増減は軍の運用
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と密接に結びついており, 1950年代の朝鮮戦争を契機とする基地建設工事
とスクラップ輸出, 1965年以降のベトナム戦争とベトナム特需などがこの
ことを示している｡とくに1966年から68年の平均18.6%という超高度成長
はベトナム戦争を抜きにしては考えられない｡ (沖縄教職員会1頁)
基地関係需要は沖縄経済の中で大きな比重を占め,それは単に経済成長
の主因としてだけでなく,産業構造,対外収支構造,就業構造にも決定的
影響を及ぼし,経済全体の構造的特質を規定している｡就業別構成比につ
いてみても,第3次産業の占める割合は1968年度において50.8%であり,
そのうち軍雇用者数は3万7000人であり,同年の総雇用者数22万1000人の
約17%にも達する｡これに軍関係の建設工事,軍人,軍属及びその家族を
支えているサービス業,商業など間接的な軍関係就業者を含めると,総就
業者数の実に32%が直接,間接,基地に依存して生活していることにな
る｡一見して先進型経済とも見られる沖縄経済の第3次産業の肥大は,第
2次産業の発展によってもたらされたものではなく,基地需要に支えられ
たものであった｡
沖純の貿易収支は戦後一貫して膨大な赤字を記録している｡ 1950年, 60
午, 68年の輸入超過額はそれぞれ60万ドル, 1億ドル, 2億9700万ドルと
なっている｡経済規模の急速な拡大にともない,入超額もまた増大してき
た｡この膨大な赤字はおもに軍関係収入と日米の援助によって補填されて
いる｡軍関係受取の経常受取総額に占める比重はきわめて高く約60%に及
ぶ(1968年)｡しかもその大半が基地建設とその機能維持のための支出に
よるものである｡また貿易依存度の異常な高さも注目される｡ 1967年度の
貿易依存度は80.2%,輸入依存度は65.2%に達していた｡軍関係受取など
で高められた旺盛な消費需要が,域内での供給によっては満たされず,ほ
とんど輸入によって賄われたことを示している｡ (沖縄教職員会2頁)
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Ⅲ　ケネディ-新政策と経済主義的統治
1.池田･ケネディー会談とケイセン調査団
1961年6月,日米間の協調体制を確認する目的で池田･ケネディ-会談
が開催された｡アメリカの沖縄統治を是認した上で,住民の福祉に配慮す
る必要があるとする｢経済主義的方式｣を池田首相は提案し,これをケネ
ディ-大統領も受け入れた｡会談後の共同声明においても,日本の潜在主
権を認めた上で,アメリカが琉球住民の安寧と福祉を増進するために一層
の努力をはらい,この努力に対する日本の協力を歓迎することがうたわれ
た｡ (琉球銀行639頁)
1961年10月,この声明をうけてホワイトハウスは米国政府調査団(ケイ
セン調査団)を沖縄に派遣し,琉球住民が直面している経済的,社会的福
祉問題の実態把握を行い,沖縄の経済的諸条件を効果的に改善するのに必
要な施策を策定するための情報収集をすすめた｡基地反対等の運動を嬢和
する手段として,経済援助の増額,住民福祉の改善,このための日本政府
の協力の方式等について勧告することが目的であった｡この調査団は報告
書をまとめ,経済援助の増大,米国経済使節団の常駐,行政機構の簡素
化,日本政府との協力などについて勧告を行った｡この報告書はケネ
ディ-大統領の沖縄統治の｢新政策｣の基礎となった｡ (琉球銀行642頁)
2.ケネディー大統領の沖縄新政策
ケネディ-大統領は1962年3月,行政命令(1957年10713号)を改正署
名し,沖縄統治に関する新たな｢大統領声明｣を発した｡この声明は,沖
縄の軍事基地の重要性を認め,施政権の保持が軍事上絶対に必要であるこ
とを前提として,住民の経済的社会的福祉との調和を詳細に検討している
とした｡その上でプライス法を改正し,琉球諸島に対する援助の増額を議
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会に要請し,公衆衛生,教育及び福祉の水準を日本本土の相当する地域の
水準に引き上げ,経済開発のための資金の借款を増やし,援助の供与につ
いて日米の協力関係を実現することを目指した｡この大統領声明と同時に
なされた行政命令の改正は,立法院による行政主席の指名,高等弁務官の
拒否権の見直し,立法院議員の任期の延長,民政官の文民化などを目指し
ている｡ケネディ-新政策のねらいは,自治権の拡大等によって沖縄住民
の政治的不満を抑えるとともに,社会的経済的不満を媛和するために日米
両国の援助によって沖縄の経済的諸条件を向上させようとすることにあっ
た｡ (琉球銀行647頁)
3.ケネディー新政策と議会及び軍部の反発
ケネディ-新政策は実行に移す過程で米国議会や軍部の反発を受け,貯
余曲折を余儀なくされた｡プライス援助の大幅要求に対して議会は減額修
正を行い,日米の協力関係の重視について,沖縄基地の自由使用を由執す
る軍部は,日本の関与に反対した｡行政権の委譲や自治権の拡大について
も軍部は,基地の自由使用と行政権の保持は不即不離であるとして反対し
た｡自治神話論を発して沖縄の経済界に直接介入して関係者を震掘させた
｢キャラウェイ旋風｣は軍部の反発の典型であった｡
琉球諸島に対する援助を600万ドル以内に制限しているプライス法の改
正要請は1962年3月米国議会に提出され,下院本会議で可決され,2500万
ドルの授権額が承認された｡しかし,上院に回付されると援助増額に対す
る批判が集中し,半分の1200万ドルに減額修正の上,可決された｡経済援
助の大幅増加を声明したケネディ-新政策は,そのスタートから挫折する
ことになった｡
国務省は,これまで日本政府が沖縄問題に介入することを排除してきた
が,この際日本政府の介入を認め,これを積極的に活用すること,すなわ
ち,日本政府の援助を受け入れて日米双方で沖縄の経済開発にあたること
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が米国の沖縄統治を助けることになると考えていた｡一万,国防省は日本
の要素を排除し,直接的に沖縄経済に単独で対処しようとするもので,希
有の戦略的価値を持つ沖縄基地を維持するためには,完全無欠の統治権を
維持する必要があり,日本の援助の受入れは必然的に日本政府の沖縄問題
-の介入を招くことになり,米国の沖縄統治にとって好ましくないとし
た｡ (琉球銀行651頁)
ケネディ-新政策をうけて沖縄では, 1962年に｢第1次民生5カ年計
画｣が策定され,経済開発に対する期待が高まったが,日本政府援助に関
して日米間の合意が成立したのは1964年4月のことである｡こうした遅延
は軍部の反発によるものであった｡軍部は日本政府援助そのものは必要で
あるとしても,それが米国の単独排他的統治に干渉するものであってはな
らず,その威信を損ねてはならないことを絶対条件としていた｡実際に日
本政府は援助の供与を契機に,積極的な沖縄問題への参画を企図してい
た｡自民党沖縄問題特別委員会の作成した対米折衝に備えての｢基本要
項｣には,施政権返還,自治権拡大,経済援助,国政参加などが盛られて
いた｡ (琉球銀行658頁)
4.キャラウェイ旋風
キャラウェイ旋風を引き起こした政治的･経済的理由は,自治権の拡大
等を指示したケネディ-新政策に対して,基地の安全保持を優先する軍部
の反発と,経済主義的統治のもとで自由化政策へ転換したにもかかわら
ず,沖縄の経済界の中に,これに抵抗する勢力が存在し,混迷停滞した実
態があったためである｡キャラウェイ高等弁務官は,ケネディ-新政策へ
の反発を背景に,自由化政策の下での経済活性化に向けた主体的行動を欠
いた沖縄の経済界に,自ら直接介入の挙にでた｡ (琉球銀行664頁)
キャラウェイは,住民を厳格に統治することこそが,軍事目的に応える
最善の方法であるとして,自治政府とは一種の｢神話｣にすぎず,平和条
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約3条の下で可能なことは,施政権者である米国民政府から琉球政府に政
治的機能を委任することにとどまるとし,その委任が行われるためには,
琉球政府が責任ある能率的な政府であることが不可欠であるとした｡琉球
政府が無責任で非能率な政府であれば,権限の委譲はありえず,高等弁務
官自らが最大限の統治権限を行使するとした｡
琉球政府は失業保険法の制定にあたってその資金管理者とされたが,そ
の資金の保全義務があるにも関わらず,労働者の利益以外の目的に流用し
ようとしたこと｡銀行業界の乱脈経営に対して,適切な措置をとろうとせ
ず,その責任を回避しようとしたこと｡医療法案や,労働者災害補償保険
法案の立法過程の遅延などにみられるように,立法院の活動が極めて不十
分であること,などを理由にキャラウェイ高等弁務官は,琉球政府が無責
任で非能率的であり,権限委譲などは問題があるとして,慣行的になされ
てきた立法案の｢事前事後調整｣と大統領行政命令の｢公布権や拒否権｣
を行使して,直接統治に乗りだした｡ (琉球銀行668頁)
経済主義的統治政策をとる以上,経済開発の促進は何にもまして重要で
あり,外国資本であれ域内資本であれ,生産的事業に対する投資を促進し
育成することが大切であり,外資の導入が,沖縄経済の向上と雇用機会の
創出に貢献することが明らかであれば,これを積極的に促進していく意向
をキャラウェイ高等弁務官は示した｡これとともに,外資導入反対の運動
の先頭に立っていた沖縄経済界のリーダーである琉球銀行の首脳を更迭し
た｡
経済界の汚職や腐敗の摘発もすすめ,金融機関での粛清にも乗りだし
た｡ 1950年代には金融機関の乱立や過当競争が表面化し,超過貸付や不正
貸付が問題化したことがこの背景にはあった｡この他,配電会社への電力
料金引き下げ介入,保険会社,農協,沖縄食糧,病院などへの監査にも乗
り出した｡これらの経済界への直接介入は,沖縄経済を活性化させること
をねらいとしており,経済状態の改善によって政治問題を解決するという
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経済主義の統治方式の具体化であった｡ (琉球銀行674頁)
5.日本政府援助の制度化
ケネディ-新政策は,沖縄経済に対して二つの要素をビルトインした｡
それはプライス法の改正により,米国援助の増大を統治政策の一大支柱に
据えたことと,日米協調を重視して日本政府援助の受入れを制度化したこ
とである｡これによって経済開発を促進し,もって住民の福祉と安寧の向
上をはかる経済主義の統治政策が完成した｡このような統治政策の下での
沖縄の経済政策の枠組みは,ドル通貨制による自由化体制を基底にし,ア
メリカと日本の経済援助を大量に注ぎ込むことによって経済開発を促進
し,住民の福祉向上を図ろうとするものであった｡このような枠組みが輸
入販売業などの商業を主体にした第3次産業偏重の経済構造を作り上げた
ことの主たる原因となった｡ (琉球銀行685頁)
Ⅳ　ワトソン施政と日本政府援助の拡大
1.ワトソン施政と自治権の拡大
ホワイトハウスは1964年4月,キャラウェイ高等弁務官の後任として,
米第3陸軍司令官アルバート･ワトソン(AlbertWatoson)を発令した｡
新弁務官の任務は,従来の強硬政策を修正して,沖縄の政治的混乱を収拾
することにあった｡そのため,沖縄の政治的動向に配慮しうるような人選
がなされた｡新弁務官は改めて,自治権の拡大と日米協調体制の推進等を
打ち出した,ケネディ-新政策に回帰することを,沖縄統治の基本とし
た｡ワトソンは同年8月の就任式のメッセージにおいて,信愛と寛容と誠
意で施政を行い,住民の声に耳を傾けて,住民自治を徐々に拡大するな
ど,柔軟な施政で沖縄統治に望むことを表明した｡
ワトソン高等弁務官は,米国民政府の制定した布告布令について,これ
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らを存在価値のなくなったもの,基地維持に関係するもの,廃止委譲また
は民立法への切り替えが可能なものに分類し,可能な限り布告･布令を廃
止することにした｡また法案の事前事後調整に関しても緩和措置が講じら
れた｡
ワトソン高等弁務官は,キャラウェイ旋風による政治的混乱の収拾と,
住民の復帰志向を横和するため,プライス法の授権額を拡大し,米国援助
の増額を目指す一方で,日本政府の財政援助の受入れ姿勢を緩和していっ
た｡しかしプライス法の改正要求は,議会の反発もあり難航し,ワトソン
の施政期間中に実現することはなく, 1200万ドル水準に固定された｡この
固定化は,日本政府援助の受入額を増加させ,日米協調関係を一段と促進
させる要因になった｡
日米協調による沖縄の経済的諸条件の改善は,ワトソンがもっとも重視
した政策であった｡住民の安寧や生活水準を向上することによって,米軍
基地に対する住民の黙認を求めるという経済主義的統治方式は,米国の沖
縄統治の基本であるが,このことは新弁務官においても変わりはなかっ
た｡
1964年4月,キャラウェイ高等弁務官の更迭が明らかになった後,日本
政府援助に関する日米間の合意がようやく成立した｡この合意の意義は,
日米間に沖縄問題だけを討議する機関として｢日米協議委員会｣が設置さ
れたことである｡ここで沖縄援助に関する方針や年次計画が,駐日大使,
外務大臣といったハイレベルで討議されることになった｡ここで取り扱う
議題は,経済開発や援助といった経済問題に限定された｡また援助計画の
原案はアメリカが作成し,日本に援助協力が可能なものを選択させるとい
う方式がとられた｡また援助計画を実行する際の運営管理などの技術的な
問題を検討する｢日米琉技術委員会｣が高等弁務官を議長として沖縄に設
置された∴(琉球銀行679頁)
1964年秋,ワトソン高等弁務官は,本土類似県並の水準を視野にいれ
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た,適切な開発計画が欠如していることから,財政援助の基礎となる｢長
期事業計画｣の策定を指示した｡この計画は1965年3月に完成し,翌66年
2月には改定版ができた｡この計画では,1972年度までに公衆衛生,教
育,民生面の水準を,可能な限り本土並の水準に引き上げることを基本目
標としている｡ワトソン施政は,日本政府援助の増額と日米協調体制によ
り,沖縄問題に対処しようという方向性をもたらした｡ワトソン施政を際
立たせたものは,佐藤首相の訪沖を要請したことである｡戦後初の日本首
相の沖縄訪問によって,住民感情の緩和を意図したものであった｡ (琉球
銀行691頁)
2.佐藤･ジョンソン会談と首相訪沖
1965年1月,訪米した佐藤首相はジョンソン大統領との会談の後,共同
声明を発表した｡その中で,日本は,日米相互協力及び安全保障条約体制
の堅持を,基本的政策とすることを明らかにし,その要となっている沖縄
の米軍基地について,日米両国が共通の利害を有していることを確認し
た｡そして両者は沖縄住民の民生安定,福祉の向上のため,今後も同諸島
に対する相当規模の経済援助を続けるべきことを,当面の具体的政策とす
ることを確認した｡そして,その前年に設置された日米協議委員会の機能
を拡大し,単に経済援助問題にとどまらず,沖縄住民の福祉の向上をはか
るために協力しうる他の問題についても協議することで意見の一致をみ
た｡この政策の基本方針は, 1962年のケネディ-新政策によって打ち出さ
れた経済主義的統治政策と軌を一にするものである｡ (琉球銀行699頁)
1965年8月佐藤首相は訪沖に際して,沖縄の現状が本土と比較してその
懸隔が大きく,改善を要する面が多々あり,沖縄の行政水準を本土レベル
に引き上げ,住民の福祉向上をはかるため,出来る限りの援助と協力を行
うことが,日本政府の義務であるとした｡そしてこのような経済主義の視
点から,本土との一体化を強調し｢手土産｣として教育,福祉,公衆衛生,
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産業対策などに対する援助増額計画を明らかにした｡佐藤訪沖に対する沖
縄の反応は,歓迎,抗議あるいは阻止と複雑な様相を里し,経済主義の援
助増額だけで,沖縄問題に対処することの難しさを認識させることとなっ
た｡ (琉球銀行706頁)
帰京した佐藤首相は沖縄問題に関する重要問題を協議するため｢沖縄問
題閣僚協議会｣を設置した｡ 1965年9月の第1回会合では当面の沖縄対策
として教育,社会福祉,その他の水準をなるべく早く本土水準並みに引き
上げることを確認した｡具体的には1966年度の琉球援助に関し,義務教育
職員給与の半額国庫負担,教科書の無償配布,結核,精神疾患の病床増設
と福利更生施設の強化,先島のテレビ局設置,産業基盤の整備,長期,低
利資金の融資の大幅増加などを決定した｡ (琉球銀行708頁)
3.日本政府援助の増大と質的変化
一万,ワトソン高等弁務官も訪沖の際の佐藤総理の申入れに対し,日本
の教育,福祉面の援助は歓迎するとして,援助受入れの増額を確約した｡
さらに1965年9月の記者会見において,援助が住民の福利,安寧に寄与
し,期間内に効率的に消化でき,施政権に抵触せず,基地の使命を阻害し
ないこと等の条件を満たすならば,日本政府の援助を何ら制限するもので
はないとして,従来,政治的配慮から日本政府援助を米国援助以下に抑え
てきたが,今後はこれが米国援助を上回ってもかまわず,従来の援助比率
にこだわらないことを明らかにした｡
日本政府援助は急速に拡大し, 1967年度にはアメリカの援助を大きく上
回った｡この背景には施政権返還や自治権の拡大が,日米間の外交議題と
して次第に成熟していく政治過程があった｡これにともない援助決定の手
続も簡略化され,ただ一回の会合で日本案の通りに決定されるようになっ
た｡ (琉球銀行683頁)
1967年度の日本政府からの援助額は(本土においては1966年予算に計上
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されている)質･量の両面で従来とは様相を-変した｡日本政府援助額は
1611万ドルとなり前年比で2倍の急増ぶりで,米国援助を400万ドルも上
回った｡さらに1968年度は2876万ドルとなり,米国援助の3倍近い金額と
なった｡日米の援助のバランスの逆転は援助の決定過程における日本側の
発言強化をもたらし,従来の手続の簡略化が図られた｡米国側がこのよう
に日本政府援助の大幅増額に同意したのは,住民感情の緩和を目指しただ
けでなく,プライス法の2500万ドル-の増額要請が議会の反発で難航して
いるため,日本政府援助でこれを埋め合わせようとしたことも理由の一つ
である｡ (琉球銀行709頁)
沖縄の経済界と日本の経済界を構成メンバーとする｢沖縄経済振興懇談
会｣が日本政府の肝入りにより創設され, 1966年7月以降,毎年1回東京
と沖縄で交互に会合を持ち,沖縄経済の開発問題について検討することに
なった｡会議のたびごとに沖縄の経済開発に関する提言を行い,あるいは
日本政府に対する要望や進言を行った｡これらは沖縄の経済基盤整備に対
する日本政府援助の基礎資料となった｡ (琉球銀行712頁)
佐藤訪沖を契機とする日本政府援助の転換は,援助の質的な面にも大き
な変化をもたらした｡教育関係費が前年比8倍増額となり,教科書の無償
供与,学校備品,教職員給与,学校施設などの｢教育関係費｣が最も大き
い費目となった｡次いで急増したのは社会保障関係費であった｡ 1966年7
月から施行された医療保険及び公務員退職年金に対する援助,結核患者の
本土収容治療の人員増,琉球政府立病院の結核病床などへの援助が増額さ
れた｡投融資,国土開発,産業経済などがそれに続いた｡復帰前年の1971
年の米国援助は1324万ドルにとどまり,これに対して日本政府援助は5倍
強の6826万ドルに達した｡その結果,琉球政府予算に占める比率は急速に
上昇し,日本政府援助なしには琉球政府予算の編成は困難となるまでに
なった｡ (琉球銀行711頁)
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結び
戦後,米国による沖縄統治の行われた27年間,沖縄経済はアメリカの軍
事基地の維持及び強化を主眼とする政策の下で開発されてきた｡そのため
沖縄経済は基地依存という特異な体質の形成を余儀なくされた｡ (久場17
頁)
米国の沖縄統治政策の基本的特質は,住民の経済的社会的福祉の増進に
あるとしても,それは軍事上の安全保持を図る必要の範囲にかぎられてい
るところにあった｡軍事上の安全性を保持する必要性との兼ね合いでその
統治の実質的内容が決定された｡沖縄の経済は,基地関連収入と財政援助
に依存するとともに第3次産業に偏った脆弱な構造を余儀なくされた｡米
国統治下沖縄における経済政策の特質ないし転換点を大きく分けると, 1
ドル120B円体制を規定とした基地依存型輸入経済の形成と,ドル通貨制
に立脚した自由化体制を採用することで輸入販売業を主とする第三次産業
の伸長の二つをあげることができる｡ (琉球銀行1285頁～)
沖縄の占領と基地建設は沖縄の経済構造,所得配分,貿易収支に大きな
歪みを生みだした｡この歪みの修正のために沖縄の自律的発展が必要とさ
れ,産業構造の是正,製造業の成長･発展が模索された｡一方で基地建設
とその長期的な確保を目指した米国民政府は金融,電力,水道などの基幹
的産業の整備をすすめ,建設業や一般の製造業-の外資導入を図った｡し
かし経済の自立的発展の基礎となる鉄鋼や機械製造などの産業の発展は
滞った｡このため沖縄経済は基地確保政策との関連で展開し,基地経済を
抜きにしては沖縄経済は存立し得ないとまで言われた｡ (杉野他9頁)
沖縄経済は特需,援助,軍用地代などの外生的要因によって支えられて
きたため,基地依存的な経済体質を脱却することなく,量的膨張を続けて
きた｡ (久場57頁)
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